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第１章 計画概要 

１．はじめに 

本村は県境に位置し、旧出雲街道の宿場町として知られ、現在は国道１８１号が通り美作圏域の中
心地である津山市へ１時間、ＪＲ姫新線中国勝山駅に車で３０分、米子自動車道蒜山インタ－チェンジ
に２０分で連絡する位置にあります。 

 
 
図表 1.1.1 位置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本村の歴史は古く、弥生式土器の出土等、当時から人が住んでいたことが知れています。明治初期の同

村奥分奥構、奥分下構、町分上構、畝分町構、町分下構の五ケ構を統合して新庄村になってからは、市
制・町村制成立期及び戦後の市町村合併期に一度の合併もせず、平成の合併も見送っています。 
このような状況の中、平成 26（2014）年４⽉、国は、全国の地⽅公共団体に対し、「公共施設等総

合管理計画」の策定を要請し、また、平成 29（2017）年３⽉、「公共施設等総合管理計画」の下位計
画となる「個別施設の⻑寿命化計画」（以下「個別施設計画」という。）の策定を要請しました。さらに平成
30（2018）年 2 月、策定した「個別施設計画」を踏まえて、「公共施設等総合管理計画」の不断の⾒
直しを行うことを要請しています。 
「新庄村公共施設等総合管理計画（令和４年度版）」（以下「本計画」という。）は、以上のような

背景を踏まえ、平成 29（2017）年３⽉に策定した公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画
初版」という。）に時点補正を加えるとともに、各個別施設計画を反映し、公共施設等の⻑寿命化等を計
画的に行うことによる財政負担の軽減・平準化や公共施設等の最適配置の実現を⽬指すなど、引き続き公
共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進することを⽬的として策定するものです。 
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２．本計画の位置づけ 

公共建築物やインフラ資産は、その全体を捉えて戦略的に管理していくことが必要です。そのため、本村の
最上位計画である「新庄村振興計画・総合戦略」をはじめ、その他の関連諸計画との整合を図るとともに、
本計画の下位計画と位置付けられる個別施設計画を反映するなど、分野横断的な取り組みの⽅向性を示
すものです。 

 
図表 1.2.1 本計画の位置づけ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．計画対象期間 

本計画の対象期間は、総合管理計画初版と同様に平成 28（2016）年度から令和 37（2055）年
度までの 40年間とします。 

 

  

・ ・ ・ 

新庄村総合振興計画・総合戦略 インフラ長寿命化基本計画【国】 
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４．計画対象施設 

本計画の対象施設は、本村の公共建築物及びインフラ資産とします。 
 
図表 1.4.1 本計画の対象範囲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 1.4.2 公共建築物の内訳（令和 3年 3月 31日現在） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
※ 公共施設等の現況分析は、普通会計の施設を対象に行う。  

区分 大分類 中分類 施設数 棟数 延床面積（㎡）
構成比
（％）

普通会計 住民文化系施設 集会施設 1 1 784 3.2

社会教育系施設 博物館等 1 1 100 0.4

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 3 4 877 3.5

産業系施設 産業系施設 5 5 3,809 15.4

学校教育系施設 学校 2 4 6,827 27.5

子育て支援施設 保育所 1 1 425 1.7

保健・福祉施設 その他社会福祉施設 2 17 3,024 12.2

行政系施設 庁舎等 4 4 2,689 10.8

消防施設 7 7 377 1.5

公営住宅 公営住宅 6 10 2,514 10.1

公園 公園 4 5 446 1.8

その他 その他 14 17 2,914 11.8

計 50 76 24,786 100.0
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２章 本村の現状 

１．総⼈⼝及び年代別⼈⼝の今後の⾒通し 

（１）⼈⼝の推移 
本村の総人口は減少傾向で推移しており、令和 2（2020）年の総人口は 813 人（国勢調査）とな

っています。将来人口推計においても減少傾向が続くことが予想され、社人研（国立社会保障・人口問題
研究所）準拠による将来人口では、令和 27（2045）年には 552人になる見通しとなっています。 
人口構成は、村税収入の中心となる生産年齢人口（15 歳から 64 歳）の割合が低くなり、老年人口

（65歳以上）の割合が高まっていきます。 
 
図表 2.1.1 人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※将来推計：「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成 30（2018）年推計）」（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所）より 
ただし令和２（2020）年（赤字）は、国勢調査の実績とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

新庄村 実績 推計

33586 Ｈ2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年

区分 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

総人口（人） 1,165 1,101 1,051 1,019 957 866 813 736 686 633 596 552

年少人口（人） 176 155 141 132 115 97 99 81 78 73 72 69

生産年齢人口（人） 660 587 519 498 462 407 368 314 286 270 251 227

老年人口（人） 329 359 391 389 380 362 346 341 322 290 273 256

年少人口割合 15.1% 14.1% 13.4% 13.0% 12.0% 11.2% 12.2% 11.0% 11.4% 11.5% 12.1% 12.5%

生産年齢人口割合 56.7% 53.3% 49.4% 48.9% 48.3% 47.0% 45.3% 42.7% 41.7% 42.7% 42.1% 41.1%

老年人口割合 28.2% 32.6% 37.2% 38.2% 39.7% 41.8% 42.6% 46.3% 46.9% 45.8% 45.8% 46.4%

年齢３区分別人口計 1,165 1,101 1,051 1,019 957 866 813 736 686 633 596 552

総人口との差分(年齢不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

年齢３区分別人口割合は年齢不明を除いた人口総数を「100」としている。
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２．財政の状況 

（１）歳⼊ 
普通会計の歳⼊総額は、平成 22（2010）年度が約 17.3 億円で、それ以降概ね 17 億円台〜18

億円台で推移してきましたが、平成 28（2016）年度～平成 30 年（2018）の決算では、21 億円台
から 27億円台と前年度に比べて大幅な増加となっています。 
また、令和２（2020）年度、令和 3年度（2021）年度決算では約 19.1億円から約 20.1億円と、

平成 22（2010）年度～平成 27（2015）年度までのトレンドと比べて増加傾向となっています。これは
地⽅創⽣臨時交付⾦を始めとした国庫⽀出⾦の増加があったことが理由です。 
自主財源の根幹である地方税は約 2.6億円から、約 2.0億円と減少傾向で推移しています。一方で地

方交付税は、約 7.7 億円から約 9.0 億円の範囲で推移しており、依然として国への依存度が高くなってい
ることが分かります。 

 
図表 2.2.1 普通会計の歳⼊決算額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2.2.2 は、平成 22（2010）年度から令和元（2021）年度までの歳入決算額平均値の構成

比を表したものです。地方交付税は全体の約 42%を占めています。 
 

  



6 
 

図表 2.2.2 普通会計の歳⼊決算額平均値 
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（２）歳出 
普通会計の歳出総額は、平成 22（2010）年度が約 15.9 億円で、それ以降概ね 15 億円台〜16

億円台で推移してきましたが、平成 28（2016）年度～平成 30 年（2018）の決算では、20 億円台
から 25億円台と前年度に比べて大幅な増加となっています。 
また、令和２（2020）年度、令和 3年度（2021）年度決算では約 18.1億円から約 19.0億円と、

平成 22（2010）年度～平成 27（2015）年度までのトレンドと比べて増加傾向となっています。これは
新型コロナウィルス感染症に関連した予防経費や、住⺠⽣活、地域経済への⽀援対策経費等の増⼤等に
よるものです。 
内訳として、義務的経費（⼈件費、扶助費、公債費の合計）については、公債費は減少傾向にあるも

のの、人件費及び扶助費は増加傾向にあります。扶助費は、今後とも⾼齢化の進⾏に伴い、さらに増加して
いくものと考えられます。また、人件費については、令和２（2020）年度から会計年度任用職員が物件費
から人件費に変更となったため、令和２（2020）年度で前年度約 13%の増加が見られます。 

 
図表 2.2.3 普通会計の歳出決算額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※義務的経費︓任意に削減できない極めて硬直性が強い経費（⼈件費、公債費、扶助費） 
※公債費︓村の借⼊⾦に係る元利償還費に係る経費 
※扶助費︓福祉医療、⽼⼈・児童・障害福祉、⽣活保護等の福祉関係の給付額で、主に法令により⽀出が義務づけられている
経費 

※投資的経費︓道路・橋梁、村営住宅、学校等の建設等社会資本の整備に要する経費（下⽔道などの特別会計・企業会計に
係るものは除く） 

※その他経費︓物件費、維持補修費、補助費、繰出⾦など 

図表 2.2.4 は、平成 22（2010）年度から令和元（202）年度までの歳出決算額平均値の構成比
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を表したものです。本計画に関連する投資的経費の平均は約 3.7億円で、その占める割合は約 21%となっ
ています。 

 
図表 2.2.4 普通会計の歳出決算額平均値 
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（３）投資的経費の推移（平成 22年度〜令和２年度） 
公共施設等の改修・更新等にどの程度の投資的経費が負担できるかを推測するため、過去の⼀般会計

における投資的経費（普通建設事業費）の実績を確認しました。その結果、公共建築物に係る過去 12
年間の平均投資額は、約 0.9億円となっています。これは、投資的経費全体の約 23%を占めています。 

 
図表 2.2.5 普通会計の投資的経費の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2.2.6 普通会計の投資的経費平均額 
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（４）有形固定資産の減価償却率の推移 
本村の令和元（2019）年度の一般会計における有形固定資産減価償却率 1は 54.2%であり、類似

団体より低い水準となっています。 
今後は、将来の財政負担の軽減等を図るため、本計画をもとに、更新・統廃合等を進めていきます。 
 
図表 2.2.7 有形固定資産の減価償却率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※出典：令和元年度新庄村財務書類 

  

３．⼈⼝推移を踏まえた財政状況に関する考察 

歳⼊⾯については、今後、⽣産年齢⼈⼝の減少に伴い個⼈住⺠税の減少が予想され、また法⼈村⺠税
は企業業績と景気の影響を⼤きく受けるため予想が難しく、⼤幅な税収増は期待できない状況です。 
歳出⾯では、義務的経費の増加が予想されます。⼈件費は令和２（2020）年度以降、職員の定員

管理等により大幅な増大はないと想定していますが、少⼦⾼齢化の進⾏等による扶助費の増加が⾒込まれ
ます。  

 
1 有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を算定することにより、保有する資産について、どの
程度、耐用年数が経過しているかを見ることができます。 

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ - ]
(％)

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

76.7

23.5

60.9

R02R01H30H29H28

60.058.957.7

56.3 54.253.2
57.6

58.1

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値
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４．公共施設等の現状 

（１）公共建築物の保有施設数等 
本村の公共建築物（一般会計）は、全 50施設、総延床面積は 24,786㎡です。 
このうち最も多くの面積割合を占めているのは学校教育系施設で総延床面積の約 28%を占めています。

次に産業系施設が続き、総延床面積の約 15％を占めています。 
 
図表 2.4.1 施設延床面積の構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※出典：新庄村資料より集計 

構成比 棟数 施設大分類 延床面積 構成比

1.3% 1棟 住民文化系施設 784㎡ 3.2%

1.3% 1棟 社会教育系施設 100㎡ 0.4%

5.3% 4棟 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 877㎡ 3.5%

6.6% 5棟 産業系施設 3,809㎡ 15.4%

5.3% 4棟 学校教育系施設 6,827㎡ 27.5%

1.3% 1棟 子育て支援施設 425㎡ 1.7%

22.4% 17棟 保健・福祉施設 3,024㎡ 12.2%

14.5% 11棟 行政系施設 3,066㎡ 12.4%

13.2% 10棟 公営住宅 2,514㎡ 10.1%

6.6% 5棟 公園 446㎡ 1.8%

22.4% 17棟 その他 2,914㎡ 11.8%

100% 76棟 総計 24,786㎡ 100%
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（２）建築年別・用途分類別延床面積 
図表 2.4.2 は、公共建築物（普通会計）の築年別整備状況を表したものです。本村では、他の自治

体に見られるような建築ラッシュ（一般に昭和 45年（1970年）～昭和 55年（1980年）頃）のよう
なものは見られません。 
ただし、築 30 年以上の建物の延床面積は、全体の約 37%を占め、本村の公共建築物の老朽化の進

行が伺えます。 
 

図表 2.4.2 保有する建物の築年別整備状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※出典：新庄村資料より集計 

新庄小学校 

ふれあいセンター 

新庄中学校 

堆肥センター 



13 
 

（３）橋梁の状況 
本村の管理する橋梁の状況は次のとおりです。 
 
図表 2.4.3 道路 
区分 路面幅員 延長（m） 面積（㎡） 

橋 梁 
永久橋   
木橋   

合 計   
※出典：令和 3年 4月 1日現在、道路・橋梁現況調査台帳 

 
（４）道路の状況 
本村の管理する道路の状況は次のとおりです。 
 
図表 2.4.4 道路 
区分 路面幅員 延長（m） 面積（㎡） 

道 路 

6.5m以上   
4.5m以上 6.5m未満   
2.5m以上 4.5m未満   
1.5m以上 2.5m未満   

1.5m未満   
合 計   

※出典：令和 3年 4月 1日現在、道路・橋梁現況調査台帳 

 
（５）上下水道の状況 
本村の管理する上下水道の状況は次のとおりです。 
 
図表 2.4.5 上下水道 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※出典：令和 2年度決算統計  
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５．公共施設等の改修・更新等に係る中⻑期的な経費の⾒込み 

公共施設等の改修・更新等に係る中⻑期的な経費の⾒込みについて、現在計画されている個別施設計
画を踏まえて、その対策効果等をとりまとめました。 

 
（１）策定済の個別施設計画 
本計画に関連する現在策定済の個別施設計画は、次のとおりです。 
 
図表 2.5.1 対象とした個別施設計画 

区分 計画名 計画期間 

公共建築物 
新庄村個別施設計画（令和 4年 3月） 令和 5年度～令和 14年度 
  

インフラ資産 
新庄村橋梁長寿命化修繕計画（平成 31年 3月） 令和３年度～令和７年度 

  
※計画期間と更新等費⽤の算定期間は、必ずしも同じではない。 
 

（２）公共建築物 
施設の⽼朽化が進んでいく中で、施設を維持していくには、建替えや⼤規模改修など膨⼤な更新等費⽤

が生じてくるため、これに対する財政措置が課題となってきます。 
図表 2.5.2 は、各個別施設計画に基づき、⻑寿命化等対策前の今後 40 年間の更新等費⽤の推計

を示したものです。 
 
本村が保有する公共建築物をすべて同規模・同量で今後も維持更新し続けた場合、施設の更新等費

⽤は 40年間で約 149.1億円が必要となる⾒込みで、年間約 3.7億円となります。 
図表 2.5.3 は、⻑寿命化等対策後の今後 40 年間の更新等費⽤の推計を示したものです。これによる

と、各施設に対して⻑寿命化対策等を講じた場合、40 年間で約 10.8 億円になる⾒込みで、年平均で約
2.7億円となり、対策前と比べて年間約 1.0億円の縮減が見られました。 

 
 

  



15 
 

図表 2.5.2 公共建築物に係る今後 40年間の更新等費⽤の推計（長寿命化等対策前） 
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図表 2.5.3 公共建築物に係る今後 40年間の更新等費⽤の推計（長寿命化等対策後） 
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ここで、既存の公共建築物の更新等費⽤に充当できる財源の⾒込みを、過去 12 年間の投資的経費の
平均と仮定すると約 0.9 億円であることから、⻑寿命化対策等を講じた年平均更新等費⽤約 2.7 億円と
のかい離は、約 1.8億円となっています。 

 
（４）インフラ資産に係る更新等費⽤ 
橋梁の長寿命化計画（平成 31年 3月）によると、これまでの点検結果を基に、今後４０年間の対策

費用をシミュレーションした結果、単年度平均で約５００万円の対策費用が必要となるが、従来の事後保
全型の維持管理と比較すると、約５億円のコスト縮減が見込まれるとともに、一時的なコスト増も抑制され
必要予算の平準化が可能となります。 

 
図表 2.5.4 長寿命化修繕計画による効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※出典：新庄村 橋梁の長寿命化計画（2018年度版） 

 
（４）過去に行った対策の実績について 
総合管理計画初版を作成して以降、個別施設計画を策定し対策の具体化を進めており、実績・効果等

についてはこれから顕在化してくるところです。 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理の基本⽅針 

１．現状や課題に関する認識 

本村では、少⼦⾼齢化や⼈⼝減少問題をはじめ、それに伴う⽣産年齢⼈⼝の減少や地⽅交付税の削
減等により財政が逼迫する中で、⻑期的な視点を持って、財政⾯と公共施設等を通じた安全・安⼼で利便
性の高いサービスを両⽴させ、持続可能な地域を住⺠とともに創っていくことが重要課題です。 

 
（１）財務 
① 本村の財政状況は、⼈⼝減少や⼈⼝構成の変化により、地⽅税の減収と扶助費の⾼止まりが予想さ

れます。本計画の計画期間中には、今後、多くの公共施設等が改修または建替え時期を迎えることにな
ります。 

② 施設の⽼朽化が進んでいく中で、維持管理・修繕、改修（耐震改修、⻑寿命化改修等）、建替え等
に係る膨⼤な費⽤が生じてきますが、現在の財政⾒通しからすると、その総額を賄うことは困難となってい
ます。⻑寿命化対策や維持管理の効率化によるコスト縮減等が喫緊の課題です。 

 
（２）品質 
① 本村の公共建築物及びインフラ資産は、その⽼朽化が著しく進展しています。これらは、その施設の機

能性の確保のみならず、安全・安⼼のためにも万全の保全対策が必要です。 
② 点検・診断に基づく「予防保全による⻑寿命化」の実践、ユニバーサルデザインの導⼊などによる「品質の

向上」などを実現していくことが課題となっています。 
 

（３）供給 
① 本村においても、⼈⼝減少及び少⼦⾼齢化は避けてとおれない状況となっています。⼈⼝の変化は、公

共施設等の利⽤需要そのものに直結するため、総量の⾒直しが必要です。 
② 年齢構成の変化は、利⽤ニーズの変化にも影響を与えます。そのため、機能を中⼼に据えた最適な供

給⼿法の採⽤や、施設を前提としないサービス提供⽅法の変更などが求められています。 
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２．公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な⽅針 

（１）公共施設等マネジメントの基本理念 
本村の公共施設等を取り巻く現況や課題を認識するとともに、「新庄村振興計画・総合戦略」などの関連

諸計画との整合性を踏まえたうえで、公共施設等マネジメントの基本理念を次のとおり定めます。 
 

住民と協働で実現する持続可能な村づくり 
 

（２）公共施設等マネジメントの基本方針 
将来的な⼈⼝予測や財政状況、利⽤状況の変化への対応を考慮した場合には、更なる公共施設等の

総量削減や財政負担の軽減及び平準化を図る必要があります。 
そこで総合管理計画初版で定めた３つの公共施設等マネジメントの基本方針について、より具体的な実

施施策を展開するために、財務、品質、供給、マネジメントの４つの視点で見直しを行いました。 
 
図表 3.2.1 公共施設等マネジメントの基本方針の見直し 
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図表 3.2.2 基本理念と公共施設等マネジメントの基本方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）財政：限られた財源を賢く活用 
安定した財源確保を推進するために、ライフサイクルコストの見直しや、一般財源、国庫補助及び起債等

の計画的な財源確保、公共施設等の長寿命化及び官民連携への取組などを進め、限られた財源を賢く活
用していきます。 

 
（２）品質：事後保全から予防保全へ転換 
施設利用者の「安全・安心」を最優先に考え、壊れたら補修するという「事後保全」から、壊れる前に修繕

し、大切に長く使う「予防保全」に大きく転換していきます。 
また、施設の役割、利用状況及び利用者のニーズを勘案し、ユニバーサルデザインの観点や地球温暖化

対策などの環境への配慮を踏まえながら、品質の向上を図っていきます。 
 

（３）供給：公共建築物の最適な保有量と、適正配置の実現 
公共建築物を、「利用すること」と「所有すること」に分けて見直し、財政状況や⼈⼝規模に応じて、必要な

機能やサービスを集約するなど利用需要に応じた公共サービスの在り方を検討しながら、公共建築物の最適
な保有量と、適正な配置を実現していきます。 

 
（４）マネジメント：推進体制と PDCAサイクルの構築 
公共施設等の課題解決に向け、本村の公共施設等マネジメントを推進していくため、全庁横断的な推進

体制と PDCAサイクルを構築し、実行します。 
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３．目標の設定 

（１）公共建築物の管理目標について 
公共建築物の更新費用の見通しは、年間約 2.7億円で、充当可能な投資額を約 0.9億円とした場合

の差は約 1.8億円となります。 
このことを踏まえ公共建築物の目標は、財政面でのかい離の解消とサービス水準の維持におき、次のような

施策を展開して目標の達成状況を段階的にマネジメントします。 
 
ア 維持管理費及び更新費用の精度向上 
維持管理費及び更新費用等の精度向上を図り、計画と実績を対比させながら財政面でのかい離とその

解消状況をより明確なものとしていきます。 
 
イ 公共施設等マネジメントの基本方針への取り組み 
公共施設等マネジメントの基本方針について、それぞれ対策を定めて取り組み、その実施結果をフィードバ

ックします。 
1. 財政：限られた財源を賢く活用 
2. 品質：事後保全から予防保全へ転換 
3. 供給：公共建築物の最適な保有量と、適正配置の実現 
4. マネジメント：推進体制と PDCAサイクルの構築 
  
ウ 展開結果の財政面からの検証 
これらの取り組みを財政面からも確実に検証するために、統一的基準に基づく公会計導入で整備した固

定資産台帳の有効活用を図ります。 
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（２）インフラ資産の管理目標について 
インフラ資産については、できるだけ長く有効に活用することを主眼に、国の定めた「インフラ長寿命化基本

計画：平成 25（2013）年 11 月 29 日策定」の行動計画として、個別施設の長寿命化計画を定め、
安心・安全の確保と経費の縮減を進めていきます。 
本計画の計画期間には、インフラに関する技術革新や新たな政策等によって、効果的・効率的な維持管

理手法や広域化等の新たな制度が創出されてくることが考えられます。本村においても、それらを積極的に導
入し、国、県及び近隣自治体と連携しながら、インフラ資産の長寿命化に積極的に取り組んでいきます。 

 
図表 3.3.1 公共施設等マネジメントの基本方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※出典：「インフラ長寿命化基本計画概要（平成 25（2013）年 11月」（国土交通省）を編集 

  

 個別施設毎の長寿命化計画を核として、メンテナンスサイクルを構築
 メンテナンスサイクルの実行や体制の構築等により、トータルコストを縮減・平準化
 産学官の連携により、新技術を開発・メンテナンス産業を育成

• 安全で強靭なインフラシステムの構築
• 統合的・一体的なインフラマネジメントの実現
• メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化

• インフラ機能の確実かつ効率的な確保
• メンテナンス産業の育成
• 多様な施策・主体との連携
 防災・減災対策との連携による維持管理・更新を効率化
 政府・産学官、地域社会の相互連携を強化し、限られた予
算や人材で安全性や利便性を維持・向上

• インフラ長寿命化計画（行動計画）
• 個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

• 点検・診断：定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握等
• 修繕・更新：優先順位に基づく効果的かつ効率的な修繕・更新の実施等
• 基準類の整備：施設の特性等を踏まえたマニュアル等の整備、新たな知見の反
映等

• 情報基盤の整備と活用：電子化された維持管理情報の収集・蓄積、予防的な
対策等への利活用等

• 新技術の開発・導入：ICT、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、新
材料等に関する技術等の開発・積極的な活用等

• 予算管理：新技術の活用やインフラ機能の適正化による維持管理・更新コスト
の縮減、平準化等

• 体制の構築：【国】技術等の支援体制の構築、資格・研修制度の充実／【地
方公共団体等】維持管理・更新部門への人員の適正配置、国の支援制度等の
積極的な活用／【民間企業】入札契約制度の改善等

• 法令等の整備：基準類の体系的な整備等

• 戦略的なインフラの維持管理・更新に向けた産学官の役割の明示
• 計画のフォローアップの実施

１．目指すべき姿

２．基本的な考え方

３．計画の策定内容

４．必要施策の方向性

５．その他
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４．全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（１）全庁的な取組体制 
本計画を展開していくにあたっては、庁内の連携・協力を緊密に図っていく必要があります。このような観点

から、公共施設等マネジメントに係る横断的機能を有した組織の設置を検討し、次に示すような継続的なマ
ネジメントを行います。 
 公共施設等の情報を集約し、全庁共有を図り施設所管課間での活発なコミュニケーションを促す。 
 個別施設計画を全体最適に誘導するとともに全庁的な意識改革を主導する。 
 広報紙、ホームページ等を通じて住民とのコミュニケーションを効果的に行う。 
 国・県・近隣自治体などとも連携した取組を進める。 
 
図表 3.4.1 公共施設等マネジメントの取組体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）情報管理・共有方策 
公共施設等マネジメントを効果的に実施していくために、施設所管課の情報を集約し、固定資産データ及

び財政データとも連携して施設カルテに展開し、全庁的な意思決定を促す仕組みを創出します。 
 
図表 3.4.2 情報管理・共有方策 
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５．公共施設等の管理に関する実施⽅針 

公共施設等の管理に関して、以下の 9つの実施⽅針を定めます。 
 

（１）点検・診断の実施⽅針 
公共建築物について、定期的に点検・診断し、経年による劣化状況や外的負荷による性能低下状況及

び管理状況を把握するとともに、劣化・損傷が進行する可能性や施設に与える影響等について評価を行い、
施設間における保全の優先度についての判断等を行います。 
法定点検については、一級建築士やその他の専門知識を持つ有資格者が実施することが義務付けられて

いますが、専門的な知識を必要としない点検などは、各建物の管理者が自主的に行えるようマニュアル整備
を行い実施することも検討します。 

 
（２）維持管理・修繕・更新等の実施⽅針 
施設の重要度や劣化状況に応じて優先度をつけ、計画的な維持管理・修繕・更新等を行う予防保全を

導入することにより、施設の性能維持や安全性を確保するとともに、維持管理コストの縮減や平準化を図りま
す。 
ここで、対症療法的に劣化箇所を補修するのが事後保全にあたり、施設の劣化が進む前に対策を施すこ

とで健全な状態を維持するのが予防保全にあたります。予防保全を基本としながら各施設の状況と専門家の
意見等も反映して費用対効果の高い維持管理・修繕を行います。 

 
（３）安全確保策の実施⽅針 
施設の安全確保に関わる評価を実施し、危険性が認められた施設については、評価の内容に沿って安全

確保の改修を実施します。 
既に役割を終え、今後、利活用することのない公共施設等については、周辺施設や住環境に及ぼす影響

や住民の安全・安心を考慮し、早期に解体、除却します。 
 

（４）耐震化の実施方針 
昭和 56（1981）年以前に建築された建物（旧耐震基準）については、計画的に耐震診断を実施し、

災害時に住民が利用する施設や災害対策活動の拠点・避難所となる施設、ライフライン関連施設など、地
震発生による人命への重大な被害や住民生活への深刻な影響を及ぼす恐れのある施設については、優先
的に耐震対策を行います。 

 
（５）⻑寿命化の実施⽅針 
長寿命化を図ることによって建替え時期の集中を回避するとともに、そこで得た期間を活用して、複合化・

集約化・多機能化など、施設と機能の分離による見直しや、その実現手段の一つとして官民連携の導入を
推進することにより、支出の平準化と縮減を図ります。 
また、長寿命化は、環境配慮や安全・安心の確保など社会的な要請のなかで積極的に取り組まなければ

ならない重要課題でもあります。今後とも維持していくべき公共施設等については、長寿命化の判断基準に
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基づき、その対象と目標耐用年数を定め長寿命化を図ります。 
 

（６）ユニバーサルデザイン化 
「ユニバーサルデザイン 2020⾏動計画」（平成 29 年２⽉20⽇ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚

会議決定）においてユニバーサルデザインのまちづくりの考え⽅が示されました。その中で紹介されている具体
的施策の内容を踏まえ、本村においても、⾼齢者、障がい者、⼦育て世代や観光客等多様な利⽤が想定
される公共施設等の整備・改修等に際しては、誰もが利⽤しやすい施設となることを⽬標としてユニバーサル
デザイン化の推進に取り組みます。 

 
（７）脱炭素化の推進に関する方針 
地球温暖化対策計画（2021 年（令和３年）10 月 22 日閣議決定）に即して策定し、又は改訂

する地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年法律第 117号）第 21条第１項に規定する地
方公共団体実行計画（同法第 21 条第２項に掲げる事項について定める計画）の内容を踏まえ、公共
施設等への再生可能エネルギー設備等の導入など計画的な改修等による脱炭素化に取り組みます。 

 
（８）統合や廃⽌の推進⽅針 
公共建築物においては、⽼朽度、利⽤率、必要性、防災の観点等、総合的に検証したうえで、類似の機

能であるものや施設機能を代⽤できるものについては、積極的に施設の統合・複合化を検討するとともに、利
⽤⽬的と照らし合わせて、その⽬的が明確でないものについては、積極的に廃⽌を検討します。 
また、統合・複合化または除却等により発生した未利用地は、統合的に管理を行い、民間事業者への貸

付や売却等を行い、その収益を公共施設の維持管理費用等に充当します。 
 

（９）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 
■職員の意識改⾰・技術の向上 
公共施設等マネジメントの実⾏にあたっては、職員⼀⼈ひとりが従来の個別施設毎の管理構想から抜け

出し、経営的視点を持って全体の最適化を⽬指す必要があります。 
そのため、技術⾯及びマネジメントに関する研修等を実施し、職員の技術と意識向上を図ります。 
 
■個別施設計画との連携 
施設によっては既に策定されている⻑寿命化等の計画を基本としながら、本計画との整合を図ります。また、

未策定の施設に関しては国（関係省庁）等の動向を踏まえ、個別施設計画の策定を担当課に促します。 
 
■財政との連携 
⻑期的な視点から効果的かつ効率的な施設管理を実施するため、予算編成部署との連携を図ります。 
また、新たに必要となる経費や事業優先度の判断に応じた予算配分の仕組みづくりについても検討します。 
 
■情報の共有 
各所管課において備えている管理台帳を基に、情報の⼀元化を図るとともに、定期的な情報更新を行い、
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庁内で共有します。 
 
■官⺠協働・⺠間活⼒の活⽤ 
今後、ＰＰＰ／ＰＦＩ⽅式、コンセッション⽅式、指定管理制度など、⺠間の資⾦や活⼒、外郭団体の

機能などの活⽤を検討し、新たな住⺠のニーズに応えるとともに、公共施設等の機能を向上させながら、維持
管理コスト等の縮減を図ります。 

 
■隣接する市町村との連携など広域的視野をもった検討 
近隣自治体との相互利⽤や共同運営、国と地⽅公共団体が連携した地域の国公有財産の最適利⽤

等について、可能性を検討します。 
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６．PDCAサイクル推進方針 

（１）マネジメントサイクルの形成 
本計画では、マネジメントサイクルを定め計画の継続的なフォローアップを行います。また、本計画期間中に

は社会経済情勢の変化により前提となる条件が⼤きく変わる可能性があります。概ね 5 年後を⽬途に計画
全体の⾒直しを行います。 
これらのフォローアップの基で、公共建築物については、各施設の今後のあり⽅について全庁的な体制で検

討を進め、点検実施等の具体的な⼿法や優先順位について、柔軟に⾒直しを行います。また、インフラ資産
については、点検基準等の整備状況や新技術による効率的な点検の実施等、国や県、他市町村の動向に
も注視しながら、適宜⾒直しを行います。 

 
図表 3.6.1 総合管理計画マネジメントサイクル 
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（２）本計画の検証について 
■評価指標について 
本計画では、個別施設計画を通じて次のような評価指標を検討します。 

 

図表 3.6.2 評価指標 
視点 評価指標（KPI） 目標値 

全体の方向性 
 

 総延床面積の縮減 
 維持管理・運営費のコスト縮減 
 長寿命化・予防保全等の効果 
 土地売却・貸付、収入効果 
 代替サービスの開発 

 詳細は個別施設計画に
おいて定める。 

個々の施設の在り方  利用者数、利用者満足度など 

 

■財政側面からのマネジメント支援について 
既存の財政的公表指標を整理・活用することによって、本計画を財政面からも検証・確認することが可能

です。すなわち、公共施設等のマネジメントが財政的課題の解決を図る観点、いわば公共施設等が財政に
与えている影響を随時検証し、持続可能な水準にあるか否かを検討します。 

 

図表 3.6.3 基本計画の進捗を財政面から検証するための指標例 

目的：財務的視点 検証・確認すべき指標 
① 財政規律の堅持 

：健全性（ストック＆フロー） 
健全化判断比率 
 実質赤字比率  
 連結実質赤字比率 
 実質公債費比率  
 公営企業資金不足比率 
 将来負担比率 
住民一人当たり連結有利子負債残高（万円） 

：世代間公平性（ストック） 社会資本形成の世代間負担比率 
(有利子負債÷公共資産）：連結 

② 資産の継承 
：資産形成度（ストック） 

有形固定資産減価償却率 

③ 高品質な財政運営 
：弾力性（フロー） 

経常収支比率 
公債費負担比率 
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第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な⽅針 

１．公共建築物 

公共建築物については、定期的な点検・診断を実施し、計画的な修繕等を行うことで、長寿命化が可能
な施設は長寿命化を図ります。また、更新時期を迎えた段階では、その施設を「機能（供給・財務）」と「建
物（品質）」の観点から総合的に評価し、施設の再編を実施します。 

 
図表 4.1.1 総合評価の内容 
 

評価項目 評価結果 今後の対応方針等 

機能評価 

・現状維持 施設が有する機能を現状のまま維持する。 

・見直し 

利用状況やコスト状況等を考慮し、他機能の複合化や機能の集約化、用途変更、又は
施設のサービス向上やコスト改善などを行う。 

・複合化：施設が異なる複数のサービス機能を一つの建物に統合・並置する。 
・集約化：複数の施設にまたがる同様のサービス機能群に対し、個々の機能を細分化
し、再構成したうえで一つの建物等にまとめる。 

・用途変更：既存施設の全体あるいは一部を他の用途へ変更し、有効活用を図る。 
・その他：施設の利用者数、稼働率等のサービス向上及びコスト改善などを検討す
る。 

・移譲・廃止 利用状況、コスト状況等を考慮し、機能を廃止する。 
※サービス機能を民間や地域に移譲、譲渡する場合を含む。 

建物評価 

・現状維持 施設を現状のまま維持する。 
※部分的な修繕を含む 

・改修・改築 施設を維持するための改修や改築（建替え）を行う。 
また、施設の長寿命化※の検討・改修を行う。 

・解体・処分 

機能の評価や老朽化状況等を勘案して、解体・処分を行う 

・施設を解体 
・施設を民間へ譲渡（売却）又は賃貸 
・施設を地域へ移譲 
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図表 4.1.2 位置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



31 
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２．インフラ資産 

インフラ資産については、基本的には、国の定めた「インフラ長寿命化基本計画」平成 25年 11月 29日）
の行動計画として、橋梁長寿命化修繕計画など個別施設の長寿命化計画を定め、安心・安全の確保と経
費の縮減を進めていきます。 
インフラ資産のうち、橋りょうについては、今後「橋梁の長寿命化計画（令和 4年 3月）」に基づき、従来

の対症療法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、橋りょうの寿命
を延ばすことによって将来的な財政負担の低減および道路交通の安全性の確保を図ることに取り組みます。 
また、上水道（簡易水道）及び下水道については、経営戦略を踏まえて収支見通しを明らかにし、施設

の長寿命化を含む運営及び維持管理コストの縮減に取り組みます。 
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第５章 計画の推進に向けて 
公共施設等を総合的かつ計画的に管理し、本計画の基本⽅針に基づく取組を着実に推進するため、全

庁を挙げた推進体制の整備が不可⽋です。 
今後、全庁的に公共施設等のマネジメント業務を推進するにあたっては、職員⼀⼈ひとりが、村全体の施

設の状況や将来の⾒通しについて⼗分理解し、従来の縦割りの中での施設ごとの管理状況から抜け出し、
常に経営的視点を持って、全体の最適化を⽬指すことが必要となります。 
また、総合管理計画の推進に当たっては、公共施設等を日々利⽤し、⽀えている住⺠との問題意識や情

報の共有が不可⽋です。今後とも、公共施設等の有り⽅について、住⺠⽬線に立った幅広い議論を進めて
いくとともに、公共施設等に関する情報を積極的に開⽰していくこととします。 

 
以上を踏まえ、今後、策定または改訂が進む各個別施設計画の内容を適宜反映していくことによって、国

の要請でもある本計画の不断の⾒直しを⾏います。 
 
図表 5.1 総合管理計画に係る国の要請 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※出典：総務省資料を編集  
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⽤語の解説 
 
【い】 
■インフラ⻑寿命化基本計画 
インフラの⽼朽化対策に関する政府全体の取組として、平成 25（2013）年 6⽉に閣議決定した「⽇本

再興戦略」に基づき、インフラ⽼朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において、同年 11⽉にとりまと
められた計画のこと。今後、この計画に基づき、国、地⽅公共団体レベルで⾏動計画の策定を進めることで、
全国のあらゆるインフラの安全性の向上と効率的な維持管理を実現することとされている。 

 
【か】 
■改修 
対象となる建物の全体または部分の性能及び機能が物理的劣化や社会的劣化したものについて、初期

の⽔準を超える性能及び機能を有する新しいものに取り換えること。 
 
【け】 
■建築物のライフサイクルコスト 
『建築物のライフサイクルコスト平成 31 年版』発売⽇︓2019/03/01、出版社︓建築保全センター、

ISBN︓978-4-907762-49-0。 
 
■減価償却 
固定資産の調達費用を使用可能期間にわたって、分割して費用計上する会計処理のこと。施設、設備、

機械装置、器具・備品といった時間の経過とともに価値が減少する資産のことを「減価償却資産」という。 
 
【こ】 
■更新 
対象となる建物の全体または部分の性能及び機能を初期と同等のものに取り換えること。 
 
【し】 
■修繕 
対象となる建築物の全体または部分の性能及び機能を実⽤上⽀障のない状態まで回復させること。⼤規

模修繕とは、これを対象施設全体にわたって⼤規模に実施すること。 
 
■集約化 
複数の施設が持つ類似する機能を一つの施設にまとめる⼿法のこと。 
 
■新耐震基準 
現在の耐震基準は、昭和 56（1981）年 6⽉に施⾏されたもので、以前の耐震基準と区別するために

「新耐震基準」と呼ばれている。「頻繁に起こる大きさの地震（震度 5程度）に対しては建物構造に損害が
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ないようにする。」「滅多に起こらないが大きな地震（震度 6 強から 7 程度）に対しては、致命的な損害を
回避し⼈命を保護するようにする。」ことを⽬標としている。 

 
【た】 
■耐震基準 
建築物や⼟⽊構造物の設計の際に適⽤される地震に耐えることができる構造の基準で、建築基準法や

道路橋⽰⽅書などにより定められている。 
 
■多機能化 
一つの空間を利⽤時間で分けて利⽤することで、多⽅⾯の⽬的性や作⽤を持った状態にすること。 
 
■建替え 
寿命を迎えた建物を解体し、利用者の要求水準に合わせて建て替えること。 
 
【ち】 
■⻑寿命化 
従来の対症療法型から、「損傷が⼤きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、公共

施設等の定期的な施設点検を実施し、損傷が拡⼤する前に適切な処置を行うことで、構造・設備・機能な
どの耐久性を高め、公共施設等をできるだけ長く利⽤する⼿法のこと。 

 
【の】 
■延床⾯積 
建物各階の床⾯積を合計した⾯積のこと。吹抜け部分、バルコニーの先端から 2m までの部分、庇、ピロ

ティ、ポーチなどは床⾯積には含まれない、といった特例があり、単純に合計した⾯積ではない場合もある。 
 
【ふ】 
■複合化 
複数の施設及び機能を一つの建物に統合・並置する⼿法のこと。 
 
【ま】 
■マネジメント 
ある⽬標に対して、様々な資源・資産・リスクを管理し、効果を最⼤化する⼿法のこと。その内容には、評

価・分析・選択・改善・回避・統合・計画・調整・指揮・統制・組織化などの様々な要素を含んでいる。 
 
【ゆ】 
■有形固定資産減価償却率 
有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算したもの。このことに

より、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができる 
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【よ】 
■予防保全 
設備、施設等が故障してから修理修繕を行うのではなく、あらかじめ定められた計画的な検査・試験・再調

整により、故障を防⽌し、劣化を抑え、故障率を下げるための⽅法をいう。 
 
【ら】 
■ライフサイクルコスト（ＬＣＣ） 
建物のライフサイクル全体にわたって発⽣する費⽤のこと。建設費から、点検・保守などの維持管理費⽤、

更新費⽤、解体処分費まで含んでいる。 
 
【り】 
■リスク 
不確実性のある事由によって、損失が発⽣する可能性。 
 
【Ｐ】 
■PDCAサイクル 
Plan（計画）、Do（実⾏）、Check（評価）、Act（改善）の４つの頭⽂字を取ったものであり、業

務を継続的に改善していく⼿法のひとつ。最後の Act の実施を受け、次の PDCA サイクルの Plan に繋げる
ことで、継続的に業務改善を実施していく。 
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